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 教育訓練であって、現在の職務の遂行に必要な技能又は知識を習得するために実施する
もの

 教育訓練であって、現在の職務の遂行に必要な技能又は知識を習得するために実施する
もの

教育訓練であって、派遣先が、現在の業務の遂行に必要な能力を付与するために実施す
るものについて、派遣先は、派遣元事業主からの求めに応じ、派遣先に雇用される通常の
労働者と業務の内容が同一である協定対象派遣労働者には、派遣先に雇用される通常の労
働者と同一の教育訓練を実施する等必要な措置を講じなければならない。なお、派遣元事
業主についても、労働者派遣法第30条の３の規定に基づく義務を免れるものではない。

教育訓練であって、派遣先が、現在の業務の遂行に必要な能力を付与するために実施す
るものについて、派遣先は、派遣元事業主からの求めに応じ、派遣先に雇用される通常の
労働者と業務の内容が同一である協定対象派遣労働者には、派遣先に雇用される通常の労
働者と同一の教育訓練を実施する等必要な措置を講じなければならない。なお、派遣元事
業主についても、労働者派遣法第30条の３の規定に基づく義務を免れるものではない。

また、協定対象派遣労働者と派遣元事業主が雇用する通常の労働者との間で業務の内容
に一定の相違がある場合においては、派遣元事業主は、協定対象派遣労働者と派遣元事業
主の雇用する通常の労働者との間の職務の内容、職務の内容及び配置の変更の範囲その他
の事情のうち、当該待遇の性質及び当該待遇を行う目的に照らして適切と認められるもの

の相違に応じた教育訓練を実施しなければならない。

また、協定対象派遣労働者と派遣元事業主が雇用する通常の労働者との間で業務の内容
に一定の相違がある場合においては、派遣元事業主は、協定対象派遣労働者と派遣元事業
主の雇用する通常の労働者との間の職務の内容、職務の内容及び配置の変更の範囲その他
の事情の相違に応じた教育訓練を実施しなければならない。

なお、労働者派遣法第30条の２第１項の規定に基づき、派遣元事業主は、協定対象派遣
労働者に対し、段階的かつ体系的な教育訓練を実施しなければならない。

なお、労働者派遣法第30条の２第１項の規定に基づき、派遣元事業主は、協定対象派遣
労働者に対し、段階的かつ体系的な教育訓練を実施しなければならない。

 （略）  （略）
第６


所定労働時間が通常の労働者と同一であり、かつ、事業主と期間の定めのない労働契約を
締結している労働者等



（新設）

所定労働時間が通常の労働者と同一であり、かつ、事業主と期間の定めのない労働契約を締
結している労働者については、短時間・有期雇用労働法第２条第３項に規定する短時間・有期
雇用労働者に該当しないが、次の事項に留意する必要がある。
１

労働契約法第３条第２項の規定により、労働契約は、労働者及び使用者が、就業の実態に
応じて、均衡を考慮しつつ締結し、又は変更すべきものとされていること。
２

均衡の考慮に当たっては、この指針の趣旨が考慮されるべきであること。
３


有期労働契約の期間の定めのない労働契約への転換後の労働条件の決定に当たっては、当
該転換に係る有期雇用労働者と通常の労働者との間の不合理と認められる待遇の相違の有無
についてあらかじめ点検し、そのような待遇の相違がある場合には、確実に解消することが
求められること。
４

有期労働契約の締結、更新、雇止め等に関する基準（平成15年厚生労働省告示第357号）
第５条の規定により、使用者は、労働基準法（昭和22年法律第49号）第15条第１項の規定に

より、労働者に対して労働基準法施行規則（昭和22年厚生省令第23号）第５条第５項に規定
する事項を明示する場合においては、当該事項（同条第１項各号に掲げるものを除く。）に関
する定めをするに当たって労働契約法第３条第２項の規定の趣旨を踏まえて就業の実態に応
じて均衡を考慮した事項について、当該労働者に説明するよう努めなければならないとされ
ていること。
なお、均衡の考慮に当たってこの指針の趣旨が考慮されるべきであること等については、勤
務地限定正社員（期間の定めのない労働契約を締結している労働者であって、勤務地が同一の
事業所に雇用される通常の労働者の勤務地に比し限定され、かつ、通常の労働者と同等の待遇
を受けるものをいう。）、職務限定正社員（期間の定めのない労働契約を締結している労働者で
あって、職務が同一の事業所に雇用される通常の労働者の職務に比し限定され、かつ、通常の
労働者と同等の待遇を受けるものをいう。）及び短時間正社員（期間の定めのない労働契約を締
結している労働者であって、１週間の所定労働時間が同一の事業所に雇用される通常の労働者
の１週間の所定労働時間に比し短く、かつ、通常の労働者と同等の待遇を受けるものをいう。）
についても同様である。

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